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山 田 浩 貴
は じ め に
昭和恐慌で幕を開け,1940年の国 ･地方を通 じる行財政改革にいたる30年代
は,わが国の地方財政史にとっても,大恐慌下における行財政機構の構造的転
















































































































76 (76) 黄土43巻 第1号
表1 救農土木事業費の内訳- 1932年度分 (単位:千円,%)





































事業費総額 国庫補助金 預金部資金 地元負担額
農村土木事業資金
農業土木事業資金
74,734 48,735･ 25,999 (25,999)A)























12) 1920年度歳入に占める地方債割合は10.7%,27年には25.1%｡ 同年には,大蔵省預金部の ｢地
方選元方式｣が発足する｡32年度,ついに税収と地方債収入の地位が逆転し,32年以降,6大都
市以外の市町村についても直接貸付の措置がとられるようになっていた｡









































































































































































































































86 (86) 第143巻 第1号
盤 としての地方財政の強化に直接つながらないことを強調する結果に陥ってい
る点で,注 目に値する｡中央による地方の官僚的統制の維持 ･補強 という凛 の









































































































































39) 馬場和 撤 草案と調査局との密接な関係について怯,御厨貴,国策統合機関設置問題の史的展
開,近代日本史研究 ｢昭和期の軍部｣,1979,130-131参照｡また,馬場税制改革案の性格を,戟
時生産力拡充政策との関連で評価したものとした,神野直象 馬場税制改革案の形成過程,｢ジ
ュリスり 692,1979.6,参照｡
40) 御厨,同,129ページO
41) 日本近代史研究会 ｢日満財政経済研究会資料｣弟一巻,1970,70ページ｡
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確には主張されることのなかった42),戦時生産力拡充政策の一環を成す制度と
しての基本性格が規定されている｡
すなわち, ｢都市農村ノ負担調整｣も,総力戦遂行のため要請される ｢生産
力ノ増大ヲ阻害セサルコトヲ最重要視｣43)する立場で ｢調亜｣されようとして
いた｡ここにわが国の地方財政調整制度が恒久的な制度案として具体化される
にあたって,内務省案以来の性格規定の線上に,新たな基本的性格規定が与え
られていくことを見通すことができるのである｡
高橋蔵相の自力更正論や国家財政の立場を体現する大蔵官僚と,内務官僚が
構想した調整交付金案との対立のうちに,いま視野を広げて位置づけるなら,
昭和恐慌を克服し急速に重化学工業化を遂げようとする,当時のわが国の都市
と農村が率む対立の様相が現われていたといってよいであろうdしかし,台頭
しつつあった革新官僚によって担われた利害の ｢調整｣とは,時々の政治状況
に応じて変転をする,金融資本グループや一群の軍部官僚たちの錯綜する利害
を調整し得たとしても,高橋財政下にあって拡大をされ,したがってまた財政
調整制度導入の背景を成す条件を成熟させた地域経済の変貌や,当時の都市と
農村の対立を,地方財政を通じて民力を培養する方向で調整することなどもは
や不可能であったことは,本稿の分析より明かといわねばならない｡
地方財政調整制度の発展が,地方自治の強化や地方政府の自律的な活動を強
化するという論理を含むためにはノ戦後改革とシャウプ税制改革を得たねばな
らなかったのである｡
(1987.8)
42) しかし,すでに1934年度予算をめぐって,｢内政会議｣の場で,革新官僚から初めて閣僚に登
用され ｢官僚群にあっては光明の女神であった｣と評されていた後藤農相が,重要農村対策10項
日中,農村負担軽減の項で,調整交付金の予算化を主張していた｡高橋蔵相がこれに首肯しなか
ったのはいうまでもないが,荒木陸相は,国防上の立場より農村更正の急務を力説し,後藤案を
支持していた｡前掲,｢日本農薬年報｣第四韓,112-114べ-汐｡
43) 同,23ページ｡
